
編 章 区分 種別 改　定　要　旨
適用基準 適用基準 一部 ・対象となる基準の年度、年月日の改定

読替 一部 ・土木工事標準積算基準書読替の改定
・機械設備工事積算基準読替の修正
・下水道用設計標準歩掛表読替の新設

第Ⅰ編 第２章 独自基準 ②間接工事費
総則 工事費の積算 ２．共通仮設費

２－２　運搬費
(５)　重建設機械分解・組立
１)　適用範囲
表５．１　適用建設機械 一部 対象機械の改定

ブルドーザ63t級以下→（削除）
クラムシェル〔機械ロープ式〕→（削除）

連続地中壁用機械→（削除）

２)　施工歩掛
(イ)　使用機械の規格選定
表５．２　クレーンの規格選定 一部 対象機械の改定、分解組立用機械の改定

【機械区分・規格】
ブルドーザ63t級以下→（削除）

連続地中壁用機械→（削除）
【分解組立用クレーン】
ラフテレーンクレーン50t吊→60～70t吊
（追加）→リフター50t

（注）１～３ 一部 組立用機械の改定
クローラクレーン賃料→損料
（追加）→リフター賃料

(ロ)　歩掛
表５．３　分解・組立１台１回当り歩掛 一部 対象機械の改定、運搬費等率及び諸雑費率の改定

ブルドーザ63t級以下→削除

連続地中壁用機械→（削除）

(６)　輸送に要する費用
１) 全部 建設機械の運搬に関する記載を削除

（別紙） 全部

２－５　安全費
(２)　積算方法

一部 仮設工に計上する対象を明確化

⑧　粉塵作業の予防に要する費用

⑨　安全用品等の費用 一部 適用範囲の改定（R4.4.1適用済）

一部 対象の明確化

２－７　技術管理費
(２)　積算方法

(ヘ)　ＩＣＴ建設機械に要する以下の費用 一部 計上方法の明確化

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目

オールテレーンクレーン〔油圧伸縮ジブ型〕吊り
能力　80ｔ以上～550ｔ以下→100ｔ以上～550ｔ以
ペーパードレーン打機→プレファブリケイティッド
バーチカルドレーン打機

ペーパードレーン打機→プレファブリケイティッド
バーチカルドレーン打機
（追加）→トラッククレーン系　200t吊以上 360t吊
以下、550t吊以下

（追加）→ラフテレーンクレーンによる分解組立作
業が困難な場合は，リフターを使用することがで
きる。

（追加）→トラッククレーン系　200t吊以上 360t吊
以下、550t吊以下

質量20t未満の建設以外（PC検査路等）の運搬につ
いて新設

改正貨物自動車運用事業法に基づく標準的な運賃
についてを新設

安全費として積算する内容で共通仮設費率に含
まれる部分は，下記の項目とする。 「鉛等有害物を含有する塗料のかき落とし作業に

おける労働者の健康障害防止について」に伴う
各ばく露防止対策→「鉛等有害物を含有する塗
料のかき落とし作業における労働者の健康障害
防止について」に伴う各設備的ばく露防止対策

（追加）→（墜落制止用器具（フルハーネス型）を
含む）

上記以外で積上げ計上する項目は，次の各項に
要する費用とする。
⑦　石綿を含有する成形板等の飛散しにくい
建材の解体作業における保護具の装着，湿潤
を保つ措置を行う費用

成形板等の飛散しにくい建材の解体作業における
保護具の装着，湿潤を保つ措置を行う費用→石綿を
含有する成形板等の飛散しにくい建材の解体作業
における保護具の装着，湿潤を保つ措置を行う費用

上記以外で積上げする項目は，次の各項に要す
る費用とする。

保守点検（施工箇所が点在する工事において
は，施工箇所毎の施工数量によるものとするた
め，箇所毎に必要額を計上するものとする。）
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第Ⅰ編 第２章 独自基準 ③　現場発生品及び支給品運搬
総則 工事費の積算 ２．施工パッケージ

２－１　現場発生品・支給品運搬
（１）条件区分

一部 規格の改定
ベーストラック2t級→2t積
ベーストラック4t級→4～4.5t 積

第３章 独自基準 ①　一般管理費等
３　一般管理費等の算定
別表第１　一般管理費等率 全部 率の改定（R4.4.1適用済）

第５章 独自基準 ②　数量総括表への条件明示
数値基準等 別表 一部 歩掛改定に伴う条件及び数値の改定

第９章 独自基準 ①　土木請負工事における現場環境改善費の積算
３．　積算方法
（１）ロ 一部 現場環境改善で５項目未満となる場合を明確化

４．　その他 一部 関連通知の明確化

第10章 独自基準 ①　工事の一時中止に伴う増加費用等の積算について
２．　増加費用等の算定
２－２　中止期間中の現場維持等に要する費用
(２)　算定方法
別表－４ 全部

第12章 独自基準 ①　１日未満で完了する作業の積算
２．　適用範囲 一部

第15章 独自基準 ①　請負工事機械経費積算要領
１－１　請負工事機械経費積算要領
１－２　建設機械損料の算定について 一部 参照基準の年度改定

②　建設用仮設材損料算定基準
２－１　建設用仮設材損料算定基準
２－２　建設用仮設材損料算定表 一部 参照基準の年度改定

③　ダム施工機械等損料算定基準
３－１　ダム施工機械等損料算定基準
３－２　ダム施工機械等損料算定基準の取扱いについて 一部 参照基準の年度改定

④　建設機械等賃料積算基準
４－１　建設機械等賃料積算基準 一部 参照基準の年度改定

⑤　建設用仮設材賃料積算基準
５－１　建設用仮設材賃料積算基準
５－２　建設用仮設材賃料積算基準の運用について 一部 参照基準の年度改定

第16章 独自基準 ①　積算上の統一事項
一部 参照基準の年度改定

基礎価格の改定

第17章 独自基準 ①　作業日当り標準作業量
２．　作業日当り標準作業量 一部

独自基準 人口集中地区（ＤＩＤ）境界図 全部

第Ⅱ編 第１章 適用基準 ② 土工
共通工 　土工 ②－１ 土工 一部 適用範囲の改定

歩掛の改定

②-2 土工（ICT） 一部 歩掛の改定

③ 作業土工
③－２ 床掘工（ＩＣＴ） 全部 歩掛の新設

⑤ 安定処理工
⑤-1 安定処理工 一部 歩掛の改定

第２章 適用基準 ① 法面工
　共通工 ①-2 法面整形工（ICT） 一部 歩掛の改定

③ コンクリートブロック積(張)工 一部 歩掛の明確化

平成27年国勢調査結果→令和2年国勢調査結果へ
改定

表２．１　現場発生品・支給品運搬　積算条件区
分一覧

一般管理費等及
び消費税等相当
額

土木請負工事に
おける現場環境
改善費の積算 （追加）→実施内容が、標準的な現場環境改善

で５項目未満となる場合、その費用は「物価資
料」または「見積もり」等を参考に適切に計上する
こと。

（追加）→現場環境改善費の計上方法は、平成
29年9月26日付技第293号「土木請負工事にお
ける現場環境改善費の積算要領（案）について
（通知）」によること。

積算上の統一事
項等

１－８　特殊ダンプトラック（建設発生木材（伐木・除根材を
含む）運搬用）の取扱い

作業日当り標準
作業量

項目及び標準作業量の改定

工事の一時中止
に伴う増加費用
等の積算

空港に関する補正係数を独自基準へ移行・数値の
改定

１日未満で完了
する作業の積算

項目及び標準作業量の改定

請負工事機械経
費積算要領
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第Ⅱ編 第２章 適用基準 ⑤ 場所打擁壁工
共通工 　共通工 ⑤－１ 場所打擁壁工（１） 一部 歩掛の明確化

一部 適用範囲の改定
歩掛の改定

⑧ 補強盛土工 一部 適用範囲の改定
歩掛の改定

⑩ 排水構造物工
⑩-1 排水構造物工 一部 歩掛の改定

⑩-2 排水構造物工(溶接金網及び埋設鋼板型枠) 一部 歩掛の改定

⑩-3 排水構造物工（現場打ち水路（本体）） 一部 歩掛の改定

⑪ 軟弱地盤処理工
⑪-3 スラリー撹拌工 一部 文言の修正

⑪-4 高圧噴射撹拌工 一部 文言の修正

⑪-5 PVD 工（プレファブリケイティッドバーチカルドレーン工）一部 文言の修正
歩掛の改定

⑪-6 中層混合処理工 一部 文言の修正
歩掛の改定

⑫ 薬液注入工 一部 歩掛の改定

⑬ アンカー工(ロータリーパーカッション式) 一部 適用範囲の明確化

⑭ 構造物とりこわし工 一部 文言の修正

⑯ ガス切断工 一部 文言の修正

⑰ 吸出し防止材設置工 一部 文言の修正

⑲ 旧橋撤去工 一部 歩掛の改定

函渠工
 -3 函渠工(3)大型プレキャストボックスカルバート工 一部 文言の修正

歩掛の改定

殻運搬 一部 適用範囲の明確化

独自基準 ［２］独自基準
③　コンクリートブロック積（張）工 一部 基準適用日を削除

　高エネルギー吸収型落石防護柵工（島根県独自） 一部 基準適用日を削除
島根県独自歩掛であることを明確化

　ロープ伏工 一部 基準適用日を削除

　ロープ掛工（島根県独自） 一部 基準適用日を削除
島根県独自歩掛であることを明確化

第３章 適用基準 ② 場所打杭工
　基礎工 ②-2 リバースサーキュレーション工 一部 歩掛の改定

②-3 アースオーガ工・硬質地盤用アースオーガ工 一部 歩掛の改定

③ 深礎工
③-2 コンクリート工（深礎工） 一部 適用範囲の明確化

歩掛の改定

⑤ 基礎工(鋼管矢板基礎工)
⑤-1 打撃工法 一部 歩掛の改定

⑤-2 中掘工法 一部 歩掛の改定

　　木杭及び矢板打工（人力，ドロップハンマ工） 全部 歩掛の廃止

独自基準 ［２］独自基準
①　基礎工（杭打基礎） 全部 積算上の留意事項を新設

第４章 適用基準 ① コンクリート工 一部 適用範囲の改定
　コンクリート工 歩掛の改定

⑦ 補強土壁工(帯鋼補強土壁，アンカー補強土壁，ジオテキ
スタイル補強土壁)

１)  試験杭の長さは「設計長＋１～２ｍ」とする。
ただし、「＋１～２ｍ」分については材料費のみ計
上し打設費は計上しない。
２)  輸送回数は工程、施工条件及び現場条件等
勘案して必要回数計上出来る。
３)  杭打後、図示された柱状図と大幅に差異を生
じた場合には、積算との関連もあるので良く検討
し設計変更にあたること。
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第Ⅱ編 第５章 適用基準 ① 仮設工 一部 文言の修正
共通工 　仮設工

② 鋼矢板(Ｈ形鋼)工
②-2 バイブロハンマ工(軽量鋼矢板打込引抜工) 一部 金額の改定

②-2 バイブロハンマ工(軽量鋼矢板打込引抜工) 一部 歩掛の改定

③ 鋼矢板工（アースオーガ併用圧入工） 一部 文言の修正

④ 鋼矢板（Ｈ形鋼）工（クレーン引抜工） 一部 歩掛の改定

⑥ 仮設材設置撤去工 一部 適用範囲の明確化

⑬ 仮囲い設置・撤去工 一部 金額の改定
⑬-1 仮囲い設置・撤去工

⑯ 敷鉄板設置・撤去工 一部 適用範囲の明確化

⑱ 仮設電力設備工 一部 歩掛の改定

第Ⅲ編 第１章 適用基準
河 川  河川海岸 ① 消波根固めブロック工

①-1 消波根固めブロック工 一部 歩掛の改定

①-2 消波根固めブロック工(ブロック撤去工) 一部 歩掛の改定

③ 消波工 一部 適用範囲の改定
歩掛の改定

第２章 適用基準
 河川維持工 ⑥ ボーリンググラウト工 一部 歩掛の改定

⑦ 粗朶沈床工 一部 歩掛の改定

⑧ 機械土工(河床等掘削)
⑧-1 機械土工(河床等掘削) 一部 適用範囲の改定

歩掛の改定

⑧－２ 機械土工 （河床等掘削）（ＩＣＴ） 全部 歩掛の新設

⑨ 多自然護岸工
⑨-1 巨石積(張)工 一部 歩掛の改定

⑭ 袋詰玉石工 一部 文言の修正

⑰ 連節ブロックの水中吊落し工 一部 歩掛の改定

⑱ 光ケーブル配管工 一部 適用範囲の改定
歩掛の改定

第３章 適用基準
 砂防工 ① 土工

①-1 土工 一部 適用範囲の改定
文言の修正

①-2 土工（ICT） 一部 適用範囲の改定

② コンクリート工
②-1 コンクリート工 一部 適用範囲の改定

歩掛の改定

④ 養生工(練炭) 一部 適用範囲の改定

　 石材等採取工（割石，雑割石，野面石採取） 全部 歩掛の廃止

　 銘板工 全部 歩掛の移行

⑤ 仮締切工
⑤-2 砂防コンクリート締切 一部 適用範囲の改定

歩掛の改定

⑥ 鋼製砂防工 一部 適用範囲の明確化

独自基準 ［１］適用基準
土木工事標準積算基準書（河川編）　第Ⅲ編　河川 一部 文言の修正

共通編→河川編

第４章 適用基準
 地すべり防止工 ① 地すべり防止工

①-1 集水井工(ライナープレート土留工法) 一部 文言の修正

①-7 集排水ボーリング孔洗浄工 一部 文言の修正

独自基準 ［１］適用基準
土木工事標準積算基準書（河川編）　第Ⅲ編　河川 一部 文言の修正

共通編→河川編
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第Ⅳ編 第１章 適用基準 ① 路盤工
道路  舗装工 ①-1 路盤工 一部 歩掛の改定

② アスファルト舗装工
②-1 アスファルト舗装工 一部 歩掛の改定

②-2 半たわみ性(コンポジット)舗装工 一部 歩掛の改定

③ 排水性舗装工
③-1 排水性アスファルト舗装工 一部 文言の修正

③-2 透水性アスファルト舗装工 一部 文言の修正

⑤ コンクリート舗装工
⑤-2 連続鉄筋コンクリート舗装工 一部 文言の修正

独自基準 ［１］適用基準
土木工事標準積算基準書（道路編）　第Ⅳ編　道路 一部 文言の修正

共通編→道路編

第２章 適用基準
 付属施設 ① 防護柵設置工

①-1 ガードケーブル設置工 一部 歩掛の改定

①-2 ワイヤロープ設置工 全部 歩掛の新設

①-6 防雪柵設置及び撤去工 一部 歩掛の改定

　　　　遮光フェンス設置工 全部 歩掛の廃止

② しゃ音壁設置工 一部 歩掛の改定

⑤ 組立歩道工 一部 歩掛の改定

⑥ 橋梁付属施設設置工 一部 歩掛の改定

独自基準 ［１］適用基準
土木工事標準積算基準書（道路編）　第Ⅳ編　道路 一部 文言の修正

共通編→道路編

第３章 適用基準 ① 路面切削工
 道路維持修繕工 ①-2 切削オーバーレイ工 一部 歩掛の改定

④ 道路打換え工 一部 適用範囲の改定
歩掛の改定

⑥ アスファルト注入工 一部 歩掛の改定

⑧ 道路付属構造物塗替工 一部 歩掛の改定

⑬ 落橋防止装置工 一部 文言の修正

⑰ トンネル清掃工 一部 文言の修正

　　防護柵復旧工 全部 歩掛の廃止

横断歩道橋補修工 一部 適用範囲の改定
歩掛の改定

独自基準 ［１］適用基準
土木工事標準積算基準書（道路編）　第Ⅳ編　道路 一部 文言の修正

共通編→道路編

第４章 適用基準 ① 共同溝工
 共同溝工 ①-2 共同溝工(2) 一部 歩掛の改定

③ 情報ボックス工 一部 歩掛の改定

独自基準 ［１］適用基準
土木工事標準積算基準書（道路編）　第Ⅳ編　道路 一部 文言の修正

共通編→道路編

第５章 適用基準 ① トンネル工(ＮＡＴＭ)
 トンネル工 ①-1 トンネル工(ＮＡＴＭ)〔発破工法〕 一部 文言の修正

歩掛の改定

①-2 トンネル(ＮＡＴＭ)〔機械掘削工法〕 一部 歩掛の改定
文言の修正

①-4 トンネル工(ＮＡＴＭ)仮設備工(防音扉工) 一部 文言の修正

② 小断面トンネル工(ＮＡＴＭ) 一部 文言の修正

③ トンネル裏込注入工 一部 適用範囲の改定
歩掛の改定
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第Ⅳ編 第５章 独自基準 ［１］適用基準
道路  トンネル工 土木工事標準積算基準書（道路編）　第Ⅳ編　道路 一部 文言の修正

共通編→道路編

第６章 適用基準 島根県においては適用しないため、記載省略
　道路除雪工

独自基準 ［１］適用基準
一部 文言の修正

共通編→道路編

第７章 適用基準 ① 鋼橋製作工 一部 諸経費率、金額の改定（R4.4.1一部適用済）
 橋梁工 適用範囲の改定

歩掛の改定

② 橋梁塗装工(工場塗装及び塗装前処理) 一部 歩掛の改定

③ 鋼橋架設工 一部 歩掛の改定
文言の修正

④ プレビーム桁製作及び架設工
④-1 プレビーム桁製作工(現場) 一部 金額の改定

⑦ ポストテンション桁製作工 一部 歩掛の改定

⑧ プレキャストセグメント主桁組立工 一部 文言の修正

⑨ ＰＣ橋架設工 一部 文言の修正

⑩ ＰＣ橋片持架設工 一部 歩掛の改定

⑭ 架設支保工 一部 金額の改定

⑯ 橋梁排水管設置工 一部 適用範囲の改定
歩掛の改定

⑱ 鋼製橋脚設置工 一部 歩掛の改定
文言の修正

独自基準 ［１］適用基準
土木工事標準積算基準書（道路編）　第Ⅳ編　道路 一部 文言の修正

共通編→道路編
［２］独自基準

一部 鋼桁製作工場の改定
（４） 　日本ファブテック（株）の追加

①鋼橋製作工
１．請負工事費の積算体系
１－２請負工事の費目
（１）工事製作　２）間接工事費 全部 R4.4.1以降の取扱いを廃止

３．鋼橋製作工
３－２　製作工労務単価 全部 R4.3.1以降の取扱いを廃止

③鋼橋架設工
１２．合成床版工
１２－１１　地覆及び壁高欄コンクリート養生工 全部 R4.4.1以降の取扱いを廃止

第Ⅴ編 第１章 適用基準 ① 公園植栽工 一部 歩掛の改定
公　園  公園植栽工

第２章 独自基準 ［２］独自基準
　基盤整備 ②擁壁工

２－３－４ 一部 文言の修正
縁石積→練石積

第Ⅵ編 第１章 適用基準 ④ 構造物とりこわし工 一部 文言の修正

独自基準 ［２］独自基準
全部 適用する基準の明確化

①－１　区画線工（島根県独自）　【溶剤型ペイント式（手動式）】 一部 島根県独自歩掛であることを明確化

第２章 適用基準 ② インターロッキングブロック工 一部 文言の修正
 市場単価

④ 法面工
④-2 吹付枠工 一部 適用範囲の改定

⑥ 橋梁付属物工 一部 適用範囲の改定

独自基準 ［２］独自基準
⑯法面工（島根県独自） 一部 島根県独自歩掛であることを明確化

⑰大型ブロック積（島根県独自） 一部 島根県独自歩掛であることを明確化

土木工事
標準単価
及び市場

 土木工事標準単価

（土木工事標準積算基準書（道路編）　第Ⅳ編　道路　第６章
道路除雪工は適用しない。）

７－１　鋼橋の輸送

建設物価調査会が発刊する「土木コスト情報」及び経済調
査会が発刊する「土木施工単価」に掲載されている土木工
事標準単価を適用する。なお、適用時期及び単価は以下
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第Ⅶ編 第１章 独自基準 ［２］　独自基準

第2章　工事費の積算　
④直接工事費
２　材料費 一部 文言の修正
（２）価格

第Ⅷ編 第２章 適用基準 第1 節 共通設備工
共通設備 ① 配管・配線工 一部 文言の修正

④ 光ケーブル敷設工 一部 文言の修正

⑪ 避雷設備工 一部 文言の修正

第5 節 配電線設備工
① 配電線設備設置工 一部 文言の修正

第7 節 トンネル照明設備工
⑤ 雑工（電気） 一部 文言の修正

第9 節 共同溝付帯設備工 一部 文言の修正
① 共同溝引込設備設置工

第４章 適用基準 第7 節 電話交換設備工
 通信設備 ① 自動電話交換装置設置工 一部 文言の修正

第９節 システム・インテグレーション
① システム・インテグレーション 一部 適用範囲の改定

歩掛の新設

第Ⅸ編 第１章 適用基準 第５ 請負工事費の積算
機械設備 　一般共通 ２ 据付工事原価

２－１ 直接工事費
（１） 輸送費 一部 歩掛の改定

４ 一般管理費等 一部 諸経費率の改定（R4.4.1適用済）

第１章 一般共通 独自基準 ［２］独自基準
　～　第１９章 塗装 第１章

第５　請負工事の積算
４　一般管理費等
（２）一般管理費等率 全部 R4.4.1以降の取扱いを廃止

第１章　一般共通　基準の解説
[解]11　施工箇所が点在する工事の積算について
（３）　単価協議 一部

（３）　単価協議　は適用しない。

第２０章 適用基準 ４ 点検・整備費の積算
（５）共通仮設費
８） 技術管理費 一部 適用範囲の改定

独自基準 ［２]　独自基準
①　一般共通　１　適用範囲 全部 適用範囲の明確化

第２１章 独自基準 ［２]　独自基準
①　一般共通　１　適用範囲 全部 適用範囲の明確化

第１０編 独自基準 ［２］独自基準
下水道 ②一般管理費等 全部 R4.5.1以降の取扱いを削除

第１１編
第１章　総則 適用基準 第1章　総則

1節　総則
2.適用の範囲 一部 適用除外とすることが出来る場合について追記

2節　積算の通則
1.積算の通則
1-1　通則 一部 適用除外とすることが出来る場合について追記

3.積算価格構成の内訳
3-2　間接工事費
3-2-2　現場管理費
15)動力・用水光熱費 全部 項目追加
16)公共事業労務費調査に要する費用 全部 項目追加

第２章 適用基準 第2章　工事費の積算
工事費の積算 2節　間接工事費

2.共通仮設費
2-1一般事項
2-1-2積算方法
1)率計算による部分
(2)共通仮設費率の補正
②海上輸送に要する補正 一部 海上輸送の対象の語句の修正（Ｒ4.5.1適用済)

補正値を補正係数に改定（Ｒ4.5.1適用済)

③共通仮設費率補正の計算 全部 計算式追加（Ｒ4.5.1適用済)

総合単価合意方式を実施していないため、適用しな
いことを明確化

２　材料費を次のとおり読み替える。→２　材料費
（２）価格　を次のとおり読み替える。

港湾・漁港
漁場整備

第11-1編・
第11-2編
共通

　電気通
信（歩掛）

機械設備点検・
整備業務

総則～第４章 そ
の他

電気通信
（積算）

機械設備設計業
務委託業務
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第１１編 第２章 適用基準 2-4準備費

工事費の積算 2-4-1準備費の内容
3)準備として行う以下に要する費用 一部

2-4-2積算方法
1)率計算 一部

2-6安全費
2-6-2積算方法
1)率計算 一部 「気象海象情報料」追加

2)積上げ積算 一部 「交通誘導を伴わない」を「一般交通誘導を伴わな
い」に修正

第３章 適用基準 第3章　直接工事費の施工歩掛
直接工事費の施
工歩掛

4節　本体工

4.3 場所打式
全部

6節　上部工
参考資料－２ 型枠（重力式）（保全工事） 全部 「型枠（重力式）（保全工事）」の追加

参考資料－３ コンクリート打設（保全工事） 全部 「コンクリート打設（保全工事）」の追加

8節　消波工
2.消波ブロック工
2-1 消波ブロック制作
2-1-3 代価表作成手順 一部 市場単価化に伴う改定

2-1-4 施工歩掛
2-1-4-3 製作歩掛等
1) 型枠工およびコンクリート打設工 全部 項目追加

4) 雑材料 全部 項目削除

5.特殊養生（異形ブロック) 全部 市場単価化に伴う削除

11節　陸上地盤改良工
参考資料-6 事前混合処理
2.事前混合処理
2-8 事前混合処理設備運搬費
2-8-2 施工歩掛
2)貨物自動車による運搬費の算出 全部 適用先の変更

14節　維持補修工
参考資料-1 FRPモルタル被覆
6. 施工歩掛 一部

18節　仮設工
5.安全対策
5-1交通誘導警備員 一部

19節　雑工
参考資料 全部 参考資料を追加

第５章 適用基準 第5章　間接工事費の施工歩掛
1節　回航・えい航費
2. 回航
2-2 積算条件の設定
2-2-4 回航用引船の選定 一部 適用条件の明確化

2-3 回航の積算
2-3-2 運転費の算出
2) 運転費の算出
(2)労務費 一部 自力回航船舶の乗組員数を追記

(5) 自力回航船舶の燃料消費量 一部 潜水士船、安全監視船について追記

3.えい航
3-2 積算条件の設定
3-2-4 えい航用引船の選定 一部 適用条件の明確化

4節　事業損失防止施設費
付属資料-1 汚濁防止膜の運搬費 一部

5節　安全費
3.安全対策 一部 適用範囲を追記

語句の修正と削除。「また、積算に当たっては「第5
章間接工事費の施工歩掛　2節　運搬費」にて計上
する」を削除

項目追加。重機による雑木や小さな樹木、竹等を除
去する伐開に要する費用を追加

項目追加。重機による雑木や小さな樹木、竹等を除
去する伐開に要する費用を追加

「水中コンクリート打設(ポンプ車直接打設)(保全工
事)」の追加

誤植の修正。「足場設置撤去・下地処理・防食カ
バー取付・モルタル注入の合計日数」に修正

「交通誘導警備員」を「一般交通誘導を伴う交通誘
導警備員」に修正

補足資料-1 消波工(本体工-ブロック式及び被覆・根固
工共通)

間接工事費の施
工歩掛

参考資料－３ 水中コンクリート打設（ポンプ車直接打
設）（保全工事）

港湾・漁港
漁場整備

第11-1編・
第11-2編
共通
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第５章 適用基準 単価表

別表４ 就業時間別の船員供用係数 一部 割増賃金対象比改定にともなう改定（Ｒ4.3.1適用済)

単価表
別表４ 就業時間別の船員供用係数 一部 割増賃金対象比改定にともなう改定（Ｒ4.3.1適用済)

第11-1編 第2章 独自基準 ２節　間接工事費
港湾 工事費の積算 2．共通仮設費

2-1　一般事項 全部 R4.5.1以降の取扱いを削除

3節　一般管理費 全部 R4.4.1以降の取扱いを削除

4節　その他
全部 総則によることを追記

第11-2編 第2章 独自基準 ２節　間接工事費
工事費の積算 2．共通仮設費

2-1　一般事項 全部 R4.5.1以降の取扱いを削除

3節　一般管理費 全部 R4.4.1以降の取扱いを削除

4節　その他
全部 総則によることを追記

第11-3編 第3章 独自基準

一部 調査結果に基づく作業船規格等の改定

第4章 独自基準

全部 R4.3.1以降の取扱いを削除

第１２編 第１２－１編 適用基準 第１編　第６章　時間的制約を受ける空港土木工事の積算
空港 空港土木 ①時間的制約を受ける空港土木工事の積算要領

３．積算方法
（４）設計労務単価の補正割増し
２）施工条件により、やむを得ず通常勤務すべき時間帯
（8 時～17 時）を外して作業を行う場合の設計労務単価 一部 算定式の変更

第１編　第７章　空港請負工事における現場環境改善費の積算
① 空港請負工事における現場環境改善費の積算
１．現場環境改善費
１－３ 積算方法 一部 i：現場環境改善費率　基礎数値の変更

第１編　第８章　工事における工期の延長等に伴う増加費用の積算
章全体 全部

第１編　第11章　作業日当り標準作業量
① 作業日当り標準作業量
２． 作業日当り標準作業量

床掘工（ICT) 一部 追加
排水構造物工 一部

第２編　第１章　土工
②－２ 土工（ＩＣＴ）
５．その他ＩＣＴ建設機械経費等
５－１ 保守点検 一部 （３）床掘工（ICT）を追加
５－２ システム初期費 一部 （３）掘削（床掘）（ICT）を追加

③－２ 床掘工（ICT） 全部 追加

第３編　第２章　基本施設舗装
③ 上層路盤工（空港）
３．施工パッケージ
３－１ 施工パッケージ及び単価表
３－１－１ 上層路盤（空港）
（２）代表機労材規格 一部 表３．２　ｱｽﾌｧﾙﾄ安定処理に施工幅区分を追加

　　　　　　（6ｍを超え7ｍ以下）
⑤ アスファルト舗装工（空港）
３．施工パッケージ
３－１ 施工パッケージ及び単価表
３－１－４ 基層・中間層（空港）
（２）代表機労材規格 一部 表３．８　一般部に施設区分を追加

　　　　　　（基本施設施工幅6ｍを超え7ｍ以下）

独自基準 ［２］独自基準
第１編　第３章　一般管理費等 全部 R4.4.1以降の取扱いを削除

章全体 全部 ・取り扱い参照先を追記

（2）ボックスカルバートの記載修正（数値修正、区分
追加）

第１編　第８章　工事における工期の延長等に伴う増加費用の
積算

・『工事の一時中止に伴う増加費用等の積算』より章
全体の記載の変更
・一時中止（工期延長等）に伴い増加する現場経費
率基礎係数の変更

就業時間別の船
員供用係数

1．工事における工期の延長等に伴う増加費用等の積算に
ついて

1．工事における工期の延長等に伴う増加費用等の積算に
ついて

漁港漁場
整備

港湾・漁港
漁場整備
共通

基地港別最大作
業船

間接工事費の施
工歩掛

第11-1編・
第11-2編
共通
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第１２編 第１２－１編 独自基準 第１編　第１０章　市場単価方式等により積算を行う工種 全部 ・各単価の取り扱い参照先を追記
空港 空港土木 ① 市場単価方式により積算を行う工種

② 土木工事標準単価方式により積算を行う工種

第１3編 第1章 独自基準 ②工事費の積算
農業農村 総則 　参考　島根県内の中間農業地域および山間農業地域 一部 地域の追加（持田、大塚）
整備

⑨土木請負工事における現場環境改善費の積算
　３　積算方法 一部 実施内容が５項目未満となる場合の明記

⑮請負工事機械経費積算要領
　たて込み簡易土留機材修理費及び損耗費表 一部 修理費及び損耗費の改定

　1-5建設機械等損料表に記載のない機械経費について（表-1） 一部 損料ほか記載項目の改定

第８章 適用基準 ②硬質ポリ塩化ビニル管人力布設 一部 接合手間等の注釈の追記
管水路工

③硬質ポリ塩化ビニル管機械布設 一部 バックホウの排出ガス基準値の改訂（第１次→第３次）
接合手間等の注釈の追記

第１０章 適用基準 ③水田整地工（ブルドーザ） 一部 機種選定における超湿地ブルドーザ13t級の除外
ほ場整備工

⑤畦畔整形工 全部 新設

⑨自動埋設暗渠工 全部 標準歩掛から積算参考歩掛へ移行

独自基準 ⑩ほ場整備整地工（表土扱い）、（基盤造成・畦畔築立）ICT施工 一部 追記番号の修正

⑪水田整地工（ブルドーザ）ICT施工 一部 追記項目の追加、追記番号の修正

第１１章 適用基準 土地改良事業等請負工事標準歩掛
農用地造成工 １０.農地造成工 ⑥土壌改良資材散布（ライムソワ－） 全部 削除（⑥は令和３年度時点での項目番号）

土地改良事業等請負工事の参考積算歩掛
9.農地造成工 ②プラウイングハロー耕起 全部 削除（②は令和３年度時点での項目番号）

第１２章 適用基準 ④開水路目地補修工（成型ゴム挿入工） 全部 標準歩掛から積算参考歩掛へ移行
コンクリート補修工 歩掛の改定、目地寸法規格30×30の廃止

第１４章 土地改良事業等請負工事標準歩掛
仮設工 １５.仮設工 ②大型土のう工 一部 単位表における土砂の数量摘要の明記

（ほぐした土量と明記）
第１６章 適用基準 土地改良事業等請負工事積算基準及び標準歩掛等の
施設機械及び 参考資料（施設機械）について
電気通信設備 第１章　鋼橋制作架設工事（参考資料）

第３　架設工事原価
１　直接工事費
１－1　輸送費 一部 鋼橋工場製作輸送費輸送単価算定式の改定

１－２　架設費 一部 防護工におけるネット防護工の新設

第２章　電気通信設備工事（参考資料）
第２　電気通信設備工事標準歩掛
２　共通設備工
２－1　配管・配線工 一部 ケーブル配線歩掛の適用の改定

５　既設機器と新設機器を並行運用する際の仮移設歩掛等の取扱い 全部 ５の新設

第２章　質疑応答
第３　水門設備

３－４　据付工数 一部 開閉装置形式の詳細な適用範囲の示唆

施工パッケージ型積算方式（施設機械）の試行について
第１　橋梁製作架設工事
２　橋梁排水管設置工 一部 FRP管の追加、条件区分「足場の有無」の新設、

代表機労材規格の改定
３　高欄設置工 一部 条件区分「再利用設置」の新設、代表機労材規格の改定

第２　作業日当たり標準作業量
２　作業日当たり標準作業量 一部

施設機械設備点検・整備積算基準の制定について
第４　点検・整備費の積算
１　点検・整備原価
１－５　共通仮設費 一部

電気通信設備点検業務積算基準等（参考資料）について
第５　運用　
１　直接人件費
１－２　移動拘束費 一部

３　旅費・交通費 一部

（率計上の場合と積み上げ計上の場合）

設計業務の価格積算基準（施設機械）等の運用について
第１　電気通信施設及び水管理制御施設の
設計業務歩掛等
３　電気通信施設の設計業務歩掛
３－２　一般事項 一部 公開成果品作成の新設

総合点検、個別点検に要する旅費・交通費積算の
明記

技術管理費における情報共有システムに係る費用
の新設

橋梁排水管設置工の排水管設置の削除、作業日当
り標準作業量の改定

総合点検、個別点検に要する移動拘束費積算の明
記
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編 章 区分 種別 改　定　要　旨

建設工事積算基準（令和4年10月1日）改定一覧

改定項目
第１3編 第１６章 適用基準 ３－３　現地踏査 一部 多重無線施設の歩掛改定
農業農村 施設機械及び
整備 電気通信設備 ３－５　実施設計 一部 多重無線施設の歩掛改定
第14編 第1章 独自基準 ②工事費の積算 一部 図①　地域補正の適用フロー削除
森林整備 総則 ４．現場管理費（間接工事費）

⑤ 数値基準 一部 語句の修正

⑩工事の一時中止に伴う増加費用等の積算 一部 端数処理について追記

⑰作業日当たり標準作業量 一部 いくつかの工種で新設

第３章 適用基準 ２-９ヘリコプターによる資材運搬 一部 地上作業歩掛の修正
運搬工

独自基準 ２-４モノレール運搬 一部 賃料の変更
（日→月　ポイント、返納整備費を新設）

第５章 適用基準 4-1-5簡易法枠工（円形ゴム製型枠式） 全部 歩掛削除
共通工（１）
溝渠工・法面工等 独自基準 4-1-4簡易法枠工 一部 適用範囲に追記

単価表に追記
（補強繊維を追記）

第６章 適用基準 5-17-1（参考歩掛）大型ふとんかご工（A） 一部 排ガス対策を追記
共通工（２）
土留工・擁壁工等 5-17-2（参考歩掛）大型ふとんかご工（B） 一部 排ガス対策を追記

第１３章 独自基準 2-7（参考歩掛）挿し筋による水平打継面処理工 一部 施工歩掛に追記
治山ダム工 （必要な材料を別途計上すること）

第１４章 適用基準 3-6航空実播工 一部 仮設費の修正
山腹工

3-16（参考歩掛）軽量緑化水路工歩掛 全部 歩掛を新設

第１６章 適用基準 5-1-12（参考歩掛）獣害対策
森林整備 ② 食害保護資材設置 一部 歩掛の変更

③ 剥皮保護資材設置 一部 歩掛の変更

④ 忌避剤散布 一部 歩掛の変更

独自基準 5-1-3植栽（C） 一部 下記を追記
（客土、施肥の人役は植付に含む）

5-1-4地拵え等 全部 チェンソー併用歩掛を新設

5-6地拵（全刈、棚積） 一部 適用範囲に以下を追記
（草刈機のみまたは草刈機と手刈り作業を併用する）

5-7苗木植付・補植 全部 歩掛削除

5-8施肥 全部 歩掛削除

第１７章 適用基準 6-2海岸植栽 一部 歩掛の修正
海岸林造成 （３）埋わら等歩掛

（法面垂直高さ45m以内かつ吹付のホース延長が
100m以内）
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